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道内景気は、緩やかな回復に足踏みがみられる。生産活動は弱めの動きとなっている。需

要面をみると、個人消費は、弱い動きがみられるものの、基調として緩やかに持ち直してい

る。住宅投資は、減少している。設備投資は、緩やかに持ち直している。公共投資は、堅調

に推移している。輸出は、弱含みとなっている。観光は、来道者数が前年を上回っている。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を上回った。消費者

物価は、３７か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．１ポイン

ト上回る４０．６に上昇した。横ばいを示す５０は

１１か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１０．０ポイント下回る３６．２となった。横ばい

を示す５０を１０か月連続で下回った。

１２月の鉱工業生産指数は９０．７（季節調整済

指数、前月比▲１．４％）と２か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲６．９％と３か

月連続で低下した。

業種別では、金属製品工業等１０業種が前月

比低下となった。一般機械工業等５業種が前

月比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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３．百貨店等販売額～３か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲２．３％）は、３か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲３．８％）、スーパー（同

▲１．９％）ともに、すべての品目が前年を下

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．０％）

は、１４か月連続で前年を上回った。

１２月の乗用車新車登録台数は、９，７７５台

（前年比▲１０．２％）と３か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋１．４％）、

小型車（同▲１１．３％）、軽乗用車（同

▲２１．７％）となった。

４～１２月累計では、１２６，３３５台（前年比

▲２．３％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同＋０．８％）、小型車（同▲５．６％）、軽

乗用車（同▲２．１％）となった。

１２月の札幌ドームへの来場者数は、８４千人

（前年比＋５２．２％）と２か月連続で前年を上

回った。内訳は、プロ野球の開催はなく、

サッカー２６千人（同 全増）、その他が５７千

人（同＋４．３％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～６か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１２月の住宅着工数は２，４２９戸（前年比

▲６．０％）と６か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１６．７％）、貸家

（同▲４．１％）、給与（同▲６４．７％）、分譲（同

＋２３．２％）となった。

４～１２月累計では２７，１５４戸（前年比

▲１０．４％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同＋１．８％）、貸家（同▲２２．９％）、

給与（同▲１２．１％）、分譲（同＋１８．５％）と

なった。

１２月の民間非居住用建築物着工面積は、

５８，９７２㎡（前年比▲６５．１％）と２か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋１９９．８％）、非製造業（同▲６９．６％）であっ

た。

４～１２月累計では、１，４７５，９７５㎡（前年比

▲６．１％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同＋２７．５％）、非製造業（同

▲９．３％）となった。

１月の公共工事請負金額は１０６億円（前年

比＋１４．５％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

＋６８．８％）、道（同＋１３．８％）、その他（同

＋７２１．８％）が前年を上回った。国（同

▲９．０％）、市町村（同▲３２．６％）が前年を下

回った。

年度累計では、８，３７６億円（同＋１４．４％）

と前年を上回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～４か月連続で増加
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（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～３か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が５か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１２月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，０７２千人（前年比＋０．５％）と４か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋０．８％）、JR（同▲３．１％）、フェ

リー（同▲０．１％）となった。

４～１２月累計では、１０，９５３千人（同

＋５．１％）と前年を上回っている。

１２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１９１，７９６人（前年比▲９．３％）と３か月連

続で前年を下回った。空港・港湾別では、新

千歳空港が１８２，６１８人（前年比▲９．６％）、旭

川空港が１，４３８人（同＋０．５％）、函館空港が

７，７３３人（同▲１．４％）となった。

４～１２月累計では、１，２９５，４７７人（同

▲１．７％）と前年を下回っている。

１２月の貿易額は、輸出が前年比▲１１．６％の

２６９億円、輸入が同▲３６．１％の１，１５８億円だっ

た。

輸出は、有機化合物、鉱物性タール・粗製

薬品、鉄鋼くずなどが減少した。

輸入は、航空機類、石油製品、再輸入品な

どが減少した。

輸出は、４～１２月累計では２，３１１億円（前

年比▲２３．８％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１４．消費者物価指数～３７か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２８倍（前年比＋０．０６ポイント）と１１９

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋１．８％と３か月ぶ

りに前年を上回った。業種別では、運輸業・

郵便業（同＋３０．５％）、医療・福祉（同

＋３．０％）などが前年を上回った。卸売業・

小売業（同▲１２．６％）などが前年を下回っ

た。

１月の企業倒産は、件数が２１件（前年比

＋３１．３％）、負債総額が５２億円（同＋３１８．４％）

だった。件数は５か月ぶりに前年を上回っ

た。

業種別ではサービス・他が５件、建設業・

小売業が各４件などとなった。

１２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．７（前月比＋０．０％）となっ

た。前年比は＋１．１％と、３７か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１２月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（１２月１０日）時点で前月比、灯

油は値上がりし、ガソリン価格は横ばいと

なった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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＜図表１＞道内企業の年間業況の推移
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リーマン・ショック

2013年4月
「量的・質的金融緩和」

導入

2014年4月
消費税率引き上げ

2019年10月
消費税率引き上げ

2011年3月
東日本大震災

2018年9月
北海道胆振
東部地震

１．２０２０年 業況見通し
２０１９年に比べ、売上DI（△１１）は８
ポイント、利益DI（△１２）は２ポイン
ト低下の見通し。製造業の持ち直しが続
く一方で、非製造業に業況後退が見込ま
れる。業種別では食料品製造業の業況が
大幅に改善する見通しとなる一方、非製
造業を中心に幅広い業種で先行きの見通
しに慎重さが見られた。

２．先行きの懸念材料
「個人消費の動向」（４６％）が最も多く
前年比５ポイント上昇した。以下、「公
共投資の動向」（４４％）、「雇用の動向」

（４４％）の順となった。原油安を受け、
「原油価格の動向」（４２％）が前年比２０ポ
イント低下した。「消費増税の影響」は
２０％、「日韓関係の悪化の影響」は１２％、
「米中貿易摩擦の影響」は１１％だった。

３．２０１９年 業況実績
２０１８年に比べ、売上DI（△３）は３
ポイント上昇、利益DI（△１０）は６ポ
イント上昇した。幅広い業種で業況が改
善した一方、消費税増税の影響により、
小売業の業況が悪化。インバウンドの伸
び率鈍化を受けて、ホテル・旅館業も弱
い動きとなった。

項 目 ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０
見通し

売上DI ▲３ ▲２１ ▲２４ ▲３６ ▲２０ ▲７ ４ ２３ ▲１１ ▲１３ ▲４ ９ ▲６ ▲３ ▲１１
利益DI ▲８ ▲２８ ▲３５ ▲１８ ▲１９ ▲１３ ０ １３ ▲１６ ▲４ ▲１ ▲１ ▲１６ ▲１０ ▲１２

特別調査
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＜図表２＞２０２０年見通し・業種別の要点

要 点（２０２０年見通し）
２０１６年２０１７年２０１８年 ２０１９年 ２０２０年

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 製造業は持ち直しが続く。非製造
業は業況後退。

売上ＤＩ △４ ９ △６ △３ ４ △１１
利益ＤＩ △１ △１ △１６ △１０ △１ △１２

製造業 木材・木製品は業況後退の見通し。そ
の他業種は概ね持ち直しが続く見通し。

売上ＤＩ △５ ０ △１５ △５ ６ ３
利益ＤＩ △８ △８ △２０ △７ ０ △１

食料品 幅広い業種で業況改善の見通し。
売上ＤＩ △７ △１７ △８ △３ ２０ ２１
利益ＤＩ △３ △２６ △８ ５ ５ １６

木材・木製品 木製品製造業の業況の落ち込みが
目立つ。

売上ＤＩ ５ ６ △６ ３７ ０ ５
利益ＤＩ ０ △６ △３５ ２８ △６ ０

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼の業況が低調の一方、金属製
品・機械は改善の見通し。

売上ＤＩ △５ ３ △１２ △９ ６ ０
利益ＤＩ △１７ △３ △９ △１１ １２ ０

非製造業 ホテル・旅館業は業況持ち直しの一方、
その他業種は概ね業況後退の見通し。

売上ＤＩ △４ １４ △２ △３ ４ △１７
利益ＤＩ ２ ２ △１５ △１１ △１ △１６

建設業 民間工事、公共工事ともに業況後
退の見通し。

売上ＤＩ １ １９ １ ６ △１２ △２１
利益ＤＩ △７ １５ △２１ △１３ △１１ △２２

卸売業 資材卸、機械卸が弱い動き。その
他卸は持ち直し。

売上ＤＩ △１１ １８ △９ △４ ７ △１７
利益ＤＩ １５ ５ △２ △１５ ４ △１７

小売業 燃料店は横ばい推移。食品小売、自動車
店が持ち直すも、その他小売が弱い動き。

売上ＤＩ △３７ １９ ２４ △１６ １４ △１９
利益ＤＩ △２３ ０ ７ △１６ △２ △１８

運輸業 貨物の業況後退。旅客は利益持ち
直す見通し。

売上ＤＩ ４ △１２ △３３ １４ ７ ０
利益ＤＩ ２０ △３７ △４４ ０ ０ ０

ホテル・旅館業 弱い動きながら、業況持ち直す見
通し。

売上ＤＩ △１３ ２０ △３１ △３８ ２３ △１９
利益ＤＩ ０ ３３ △３８ △３８ ２３ △１９
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食料品製造業

建設業

売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品

鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業

運輸業

＜図表３＞道内企業の年間業況の推移（業種別）
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＜図表５＞利　益 

＜図表４＞売　上 
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そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 
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＜図表６＞資金繰り

2019年実績（n=376） 2020年見通し（n=372）
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＜図表７＞短期借入金の難易感

2019年実績（n=368） 2020年見通し（n=364）
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＜図表８＞在 庫

2019年実績（n=349） 2020年見通し（n=348）
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＜図表９＞雇用人員

2019年実績（n=376） 2020年見通し（n=374）
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＜図表１１＞道内景気判断 

＜図表１０＞設備投資 
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＜図表１１＞道内景気
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：２０２０年道内企業の年間業況見通し

消費税増税の影響について
回答期間：２０１９年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ＝有効回答数
消費税増税の影響について
A 判断時期：２０１９年１２月末
B 消費税率について：１９９７年４月 ３％→５％

２０１４年４月 ５％→８％
２０１９年１０月 ８％→１０％（原則）

＜図表１２＞売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７５％） △２ ホテル・旅館業以外の業種で１位。建設業（８５％）が高水準。

�顧客ニーズの的確な把握
（５３％） △５ ホテル・旅館業（８８％）で３４ポイント上昇し１位。その他の業種で２

位。

�営業方法の見直し（３０％） ＋２ 非製造業（２８％）で３位。卸売業（３８％）でウェイト高い。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（２６％） △３ ホテル・旅館業（３８％）で１５ポイント、運輸業（３０％）で８ポイント

上昇。
�新商品（サービス）の開発
（２３％） △２ 製造業（３７％）で３位。食料品（５０％）、木材・木製品（４７％）でウ

ェイト高い。

＜図表１３＞先行きの懸念材料（上位５項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点

�個人消費の動向（４６％） ＋５ ６業種で前年を上回る。ホテル・旅館業（８８％）、小売業（８２％）、食
料品（７６％）などで警戒感が強い。

�公共投資の動向（４４％） ＋３ 建設業（７４％）、鉄鋼・金属製品・機械（７１％）で１位。

�雇用の動向（４４％） ＋４ 全業種で前年を上回る。建設業（４８％）で１１ポイント上昇。

�原油価格の動向（４２％） △２０ 原油安を受け大幅に低下。運輸業（７６％）では動向を注視。

�台風などの災害の影響
（３６％） ±０ ホテル・旅館業（８１％）で１９ポイント上昇し２位。

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８０ １００．０％
札幌市 １４４ ３７．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７９ ２０．８
道 南 ４０ １０．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５４ １４．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６３ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９１ ３８０ ５５．０％
製 造 業 １９３ １１４ ５９．１
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １９ ６１．３
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３６ ６１．０
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２１ ６０．０
非 製 造 業 ４９８ ２６６ ５３．４
建 設 業 １３９ ８７ ６２．６
卸 売 業 １００ ５３ ５３．０
小 売 業 ９１ ４４ ４８．４
運 輸 業 ５１ ２２ ４３．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １６ ４５．７
その他の非製造業 ８２ ４４ ５３．７

業種別回答状況

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ①
７５ ７１ ６６ ５３ ８０ ８０ ７６ ８５ ７４ ６５ ７７ ６９ ７６
（７７）（７０）（６３）（７５）（７６）（７２）（８０）（８８）（７３）（７８）（７４）（９２）（７９）

�顧客ニーズの的確な把握
② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ① ②
５３ ５０ ６３ ４７ ４０ ４５ ５４ ４１ ６４ ５８ ５５ ８８ ５４
（５８）（５８）（６３）（４４）（５５）（６４）（５８）（４３）（６６）（６６）（６７）（５４）（６２）

�営業方法の見直し
③ ③ ② ③ ③ ③
３０ ３３ ３２ ３２ ２９ ４５ ２８ ２９ ３８ ２３ ２３ １９ ２４
（２８）（３０）（３９）（２５）（２４）（２４）（２７）（２５）（３８）（２８）（１５）（１５）（２６）

�同業他社の商品、サービ
スとの差別化

④ ③
２６ ２４ ２４ ３２ ２０ ２５ ２６ １６ ３６ ３０ ２７ ３８ ２７
（２９）（２９）（３４）（２５）（２４）（２８）（２９）（１９）（３５）（４２）（１９）（２３）（３２）

�新商品（サービス）の開
発

⑤ ③ ③ ②
２３ ３７ ５０ ４７ ２６ ２０ １７ ４ ３０ ２６ ５ ３１ １７
（２５）（３９）（５６）（５６）（２１）（２４）（１９）（１１）（２０）（２６）（７）（１５）（３２）

�価格体系の見直し
③

２２ ２１ ２１ ３２ １７ ２０ ２２ ８ ３０ ２１ ５０ ３８ ２２
（２５）（３０）（４２）（１９）（１５）（３６）（２３）（１７）（２６）（２４）（３７）（３９）（１５）

�IT（ホームページ等）の
活用

③ ③
１９ １０ ８ ２１ ６ １０ ２３ ２０ １９ ２６ ９ ４４ ２９
（１９）（１４）（１５）（２５）（９）（１２）（２１）（１７）（２２）（２８）（１９）（２３）（２１）

	他社との業務提携 １３ １３ １１ ２１ ９ ２０ １３ １７ ８ １２ １８ ０ １７
（１９）（２３）（２４）（３１）（１２）（２８）（１７）（１６）（１５）（１８）（１５）（８）（２６）


新たな事業への参入 １２ ８ ５ １６ ９ ５ １３ ９ １５ ２１ ９ ０ １７
（１１）（１０）（７）（１９）（６）（１６）（１２）（３）（１６）（２２）（７）（－）（１５）

�その他 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ３ １ ６ ２ ０ ６ ２
（１）（３）（５）（－）（３）（－）（０）（１）（－）（－）（－）（－）（－）

＜図表１４＞売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（n＝３７３） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査
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＜図表１５＞先行きの懸念材料（複数回答）
（n＝３７５） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�個人消費の動向
① ① ① ② ① ① ① ② ① ③
４６ ４６ ７６ ４２ ２０ ３８ ４６ １８ ５０ ８２ ５７ ８８ ４１
（４１）（４１）（６７）（３８）（１６）（３５）（４１）（２１）（４６）（７４）（１９）（１００）（２９）

�公共投資の動向
② ② ① ② ① ① ①
４４ ３８ ０ ４２ ７１ ４８ ４６ ７４ ３１ ２３ ４３ ６ ５０
（４１）（３４）（５）（４４）（５８）（４２）（４４）（７８）（４２）（１８）（２６）（－）（４２）

�雇用の動向
② ③ ② ③ ③ ② ② ②
４４ ４０ ５５ ３２ ３４ ２９ ４５ ４８ ３３ ４８ ５７ ５０ ４６
（４０）（３６）（５４）（１３）（３２）（２７）（４１）（３７）（２７）（４１）（４８）（４６）（５８）

�原油価格の動向
④ ② ③ ① ③ ② ① ③
４２ ４３ ４２ ３７ ３７ ６２ ４１ ３２ ３５ ４８ ７６ ４４ ４１
（６２）（６７）（６７）（６９）（６１）（７３）（６０）（４６）（４９）（６９）（９６）（６２）（６３）

�台風などの災害の影響
⑤ ③ ②
３６ ３６ ４５ ３２ ２９ ３８ ３６ ３１ ３１ ２７ ４３ ８１ ３９
（３６）（３２）（４４）（１９）（３２）（２３）（３８）（２５）（４６）（２９）（５２）（６２）（４４）

�民間設備投資の動向
② ② ②

３１ ２７ ０ ２６ ５７ ２４ ３３ ５４ ３７ １４ ３３ ６ １６
（３０）（２７）（８）（１９）（５５）（２７）（３１）（５４）（４０）（１０）（１５）（８）（２１）

�物価の動向 ２７ ３２ ４０ １１ ２９ ４３ ２４ ２０ ２９ ２７ ２４ ３１ ２３
（３５）（４２）（６２）（２５）（３２）（３５）（３３）（２６）（４０）（４３）（２６）（２３）（２９）

�電気料金の動向
②

２２ ３４ ３２ ２６ ３１ ４８ １７ １７ １７ １１ １０ ４４ １６
（２５）（４６）（５９）（３１）（３６）（４６）（１６）（１１）（９）（２７）（７）（１５）（２７）

	消費増税の影響※ ２０ ２５ ３４ ３２ １７ １４ １７ ９ ８ ３６ ２４ １３ ２３


社会保障負担の増加 １９ １９ ２６ ２１ １７ ５ １９ ２０ １７ ２３ １９ １３ １８
（１６）（１７）（２８）（１３）（１３）（８）（１５）（１８）（７）（１６）（１１）（８）（２３）

�住宅着工の動向
①

１６ １３ ０ ５８ ９ ５ １７ ２０ ２９ １１ １４ ０ １１
（１９）（１５）（３）（５０）（１０）（１９）（２１）（２９）（２９）（１４）（１５）（－）（１３）

�為替の動向 １６ ２３ ２９ ２１ １７ ２４ １３ ５ ２３ ２５ １４ １３ ５
（１８）（２３）（３１）（３８）（１３）（１５）（１６）（７）（２４）（２９）（２２）（２３）（６）

�金融機関の融資姿勢 １６ ２３ ２１ ３７ ２０ １９ １３ １４ １５ １４ ５ １３ １１
（１６）（１５）（１８）（１３）（１３）（１５）（１６）（２１）（１６）（１８）（７）（８）（１３）

�政局の動向 １５ １２ １１ １１ １４ １０ １６ ２８ １４ ７ ５ １９ ９
（１２）（９）（８）（６）（１３）（８）（１３）（２０）（１３）（１２）（４）（－）（１０）


金利の動向 １４ １７ １８ １６ １４ １９ １３ １１ １５ １４ １０ ６ ２１
（１８）（１４）（２８）（６）（１０）（４）（１９）（２０）（２０）（２０）（１９）（１５）（１９）


中国経済の動向 １４ １９ ２９ １６ ９ １９ １３ ５ １９ １６ １４ ２５ １１
（１５）（２１）（２６）（２５）（１６）（１５）（１２）（７）（１５）（１６）（４）（３１）（１３）

�日韓関係の悪化の影響※
③

１２ １７ ２９ １６ ６ １４ １０ ０ １２ ９ ５ ５６ １１

�国と地方の財政改革の動
向

１１ １４ １１ ２６ ６ ２４ １０ １９ ０ ５ ５ ６ １４
（１１）（１４）（１０）（１９）（１６）（１５）（９）（１５）（－）（８）（－）（－）（１９）

�米中貿易摩擦の影響※ １１ １４ １３ １１ １７ １４ ９ ２ ２１ ９ ５ ６ １１

�税制改正の動向 ９ ９ １１ １１ ６ １０ ９ ６ ４ １４ １４ １３ １４
（３０）（３１）（３６）（３１）（２９）（２７）（２９）（２４）（２６）（５３）（１１）（－）（３５）

�規制緩和の動向 ７ ８ ３ １１ １１ １０ ７ ８ ０ ５ ２４ ６ ７
（９）（１０）（１３）（６）（１６）（－）（９）（５）（１１）（１２）（４）（－）（１５）

�TPP（環太平洋経済連携
協定）の影響

６ １１ １３ １１ ９ １０ ５ ０ ８ ７ １０ ６ ５
（１１）（２０）（１８）（２５）（１９）（１９）（７）（３）（１３）（６）（１１）（８）（６）

�欧米経済の動向 ６ １１ １３ ２１ ９ ０ ４ ４ ４ ５ ０ ６ ７
（９）（１２）（１５）（１３）（１３）（４）（８）（８）（６）（１２）（４）（８）（６）

�イギリスのEU離脱問題
の動向※

４ ７ ５ １１ ９ ５ ２ １ ２ ２ ５ ０ ５

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年未調査

特別調査
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今回の調査では、道内企業の年間業況は低下見通しとなりました。業種・業態で濃淡はあ

るものの、昨年の消費税増税による影響や、オリンピック終了後の景気動向について懸念す

る声が多く聞かれました。引き続き原材料高や人手不足に対する警戒感も強い中、企業で

は、設備投資や作業の効率化などの対策に取り組んでいます。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．製造業

２．建設業

＜食品製造業＞ 輸入する材料が多いため為
替の動向に注視する。雇用に絡み人件費、社
会保障費の負担の増加は利益率の低い業種
（食品加工）には厳しい環境である。機械の
導入など省力化投資を進めたい。

＜水産加工業＞ 消費税増税と働き方改革に
よる個人所得の減少や、オリンピック特需の
終了によって、道内景気に影響が出てくると
思います。

＜製材業＞ ２０２０年の業況で一番懸念してい
ることは原材料の確保である。バイオマス発
電への影響はますます増大すると思う。２０２０
年は適材の確保に力を注ぐ必要があると思
う。

＜木製品製造業＞ 雇用問題、金融・金利の
動向をみて設備投資を検討したい。

＜金属製品製造業＞ 札幌でもオリンピック
競技が開催されることになった。短期間で工
事が発注されると思うが、終わった後のこと
が気がかりである。２０２０年後半、観光飲食関
連以外は落ち込むと思われる。

＜金属製品製造業＞ ２０２０年３月ころまでは
受注は見込めるが、その後の状況はまだつか
めていない。社員も増加したが、将来を思う
と若手が必要となる。

＜肥料製造業＞ 北海道の主要産業である、
水産、農業、観光で見ると、水産はロシアと
の漁業協定、農業ではTPP及び米国との貿易
協定、観光では中国、韓国との関係が重要に
なってくると考える。

＜コンクリート製品製造業＞ 全国規模の災
害により、地方への公共投資の額が被災地重
視によって減るのではないかと不安である。

＜建設業＞ ２０２０年以降も札幌の建設需要は
引き続き堅調に推移すると考えており、前年
計画水準の業況を見込んでいる。一方で、人
手不足は悪化を想定しており、仕事量があっ
てもこなす力がないという状況を懸念してい
る。また、労働力確保のための労務単価上
昇、原油単価上昇に伴う燃料費増加による利
益圧迫も懸念の一つである。

＜建設業＞ 工事量は震災の復興、管内（道
南）の高規格道路工事の完了をうけて減少を
見込んでいたが、今年度の台風被害を受け今
後河川整備などの事業が見込まれる。引き続
き労働力、技術者の確保が課題となる。

＜建設業＞ 次年度以降、市内（札幌）周辺
再開発がいよいよ始動すると思われ、業界と
しては期待の高まるところである。

経営のポイント

オリンピック後の景気動向に警戒感
〈企業の生の声〉

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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３．卸売業

４．小売業

５．運輸業

６．宿泊業

７．その他非製造業

＜建設業＞ IRの見送りにより道内の長期に
亘る経済効果がなくなってしまったことが懸
念される。

＜食料品卸売業＞ 来年の東京オリンピック
により北海道の観光客が減少すると思われた
が、札幌でのマラソン開催により北海道観光
は期待できると思われる。

＜鋼材卸売業＞ 建設業はオリンピック需要
も一段落し、大手が全国に重点を戻す気配で
ある。過当競争時代に戻る懸念があり、来年
は厳しくなると予想。

＜作業用品卸売業＞ 国内景気は製造業を中
心に景気下降が鮮明化しつつある。製造業比
率の低い北海道は今のところ、韓国からの観
光客の減少による影響がみられる程度でおお
むね安定している。道外の景気下降の影響が
どの程度波及してくるのか重視している。消
費増税や、労働者不足等に伴う原材料費、運
送費、人件費の引上げ動向を注視していくと
ともに対応策、更なる効率化、改善余地を模
索していく。

＜リサイクルショップ＞ 人手不足はまだま
だ解消されていない。一方で副業を認める政
策により、副業をうまく活用すれば、人手不
足を補うヒントがありそうな気がする。
キャッシュレスのポイント還元の終了や東京
オリンピック後の日本経済に不安を感じるた
め、事前準備だけは整えておく方針。

＜運輸業＞ 昨年の地震によるブラックアウ
トや今年の豪雨災害等により、輸送インフラ
がダメージを受けることが多くなっており、
経営にも甚大な影響が毎年のように発生して
いる。

＜都市ホテル＞ 国際情勢による外国人旅行
者の推移や、増加し続ける札幌市内ホテル客
室数が気掛かりである。

＜観光ホテル＞ アクティブシニア層の減少
及びサラリーマンの所得頭打ちの状況から、
余暇支出の伸びは期待できず。インバウンド
の取り込みを強化せざるを得ないと考えてい
る。

＜観光ホテル＞ 新千歳空港の民営化によ
り、地方空港への新規航路開設など路線網の
充実によりインバウンドへの波及効果を期待
する。

＜警備業＞ 東京オリンピック開催に伴い、
警備の需要が見込まれる。一方で、マラソン
などの札幌開催を請け負うことになれば人員
など課題は多い。

＜環境コンサルタント＞ ２０２０年から２０３０年
にかけて、札幌を中心に大きく変貌しようと
している。北海道新幹線・札幌中心街の再開
発・ニセコを中心とする観光地の開発・空港
の民営化実施・オリンピックの誘致・IRの誘
致と全国的にみても開発のラッシュがまさに
起きようとしている。大きな災害がなければ
道内経済で懸念材料はないと推測している。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

ｏ．２８４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１５～０１６　経営のポイント（特別）  2020.02.03 21.25.07  Page 16 



１．価格転嫁の状況＜図表１＞

「すべて転嫁」は、製造業（６５％）、
非製造業（７３％）とも前回引き上げ時
（２０１４年４月）の水準を下回った。一
方、幅広い業種で「価格を据え置いた」
割合が前回を上回った。

２．消費税増税の影響

（１）影響の有無について＜図表２＞
「影響あり」は、製造業（２７％）、非

製造業（２７％）とも前回引き上げ時の水
準を下回った。業種別では、小売業
（５７％）、木材・木製品（４７％）が上位と
なっている。
（２）影響の期間について＜図表３＞
「影響あり」の企業（２７％）のうち、
影響の解消が見込まれる時期は、増税後
３か月以内が５割を超える（前回増税時
と同様）。

３．消費税率引き上げに対する対
応策＜図表４＞

「コスト削減」（５２％）、従業員の再教
育（２６％）が上位。小売業は「イベント
やキャンペーンの実施」（４０％）が「コス
ト削減」と同率トップ。

４．駆け込み需要と反動減

（１）駆け込み需要の有無＜図表５＞
「駆け込み需要あり」は２１％。うち、
製造業（１４％）、非製造業（２３％）と
なった。小売業（５０％）、卸売業
（３０％）、木材・木製品（２６％）が上位と
なっている。また、駆け込み需要の水準
については、前回ほどではないとする回
答が９割弱を占めた。
（２）反動減について＜図表６＞
「駆け込み需要あり」の企業（２１％）
のうち、６割強の企業で反動減があった。

（n＝３６４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�引き上げ分すべてをその
まま価格に転嫁

７１ ６５ ４９ ５６ ７１ ９０ ７３ ７７ ７７ ６８ ８２ ４４ ７１
（７５） （８０） （８６） （６８） （８２） （８１） （７４） （８２） （７９） （７４） （７７） （３５） （６８）

�引き上げ分のうち一部だ
け価格に転嫁

７ ６ １４ ０ ３ ０ ８ ５ ６ ９ ９ ２５ １０
（１１） （７） （７） （９） （５） （５） （１２） （８） （１２） （１３） （１３） （３０） （１２）

�商品の種類ごとに価格の
転嫁方法を変えた

５ ４ ９ ６ ０ ０ ６ １ ２ １８ ５ ３１ ０
（５） （５） （５） （９） （３） （５） （５） （－） （３） （９） （３） （２６） （４）

�価格はそのまま据え置い
た

１６ ２６ ２９ ３９ ２６ １０ １３ １６ １５ ５ ５ ０ １９
（９） （８） （２） （１４） （１０） （９） （９） （１０） （６） （４） （７） （９） （１６）

臨時調査

幅広い業種で消費税増税の影響は限定的
消費税増税の影響について

＜ 要 約 ＞

＜図表１＞価格転嫁について

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前回消費税率引き上げ時調査（２０１４年７月）の実績

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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価格を「すべて転嫁」の割合

消費税引き上げの「影響あり」の割合

（n＝３７５） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�影響はあった ２７ ２７ ３５ ４７ ８ ２４ ２７ １１ ３４ ５７ １４ ３８ ２３
（５０） （４０） （５５） （５０） （１８） （３８） （５４） （３１） （６６） （８２） （３９） （６１） （５１）

（かなりあった） ６ ７ ５ １６ ０ １４ ５ ０ ４ １８ ０ ０ ９
（９） （７） （１０） （１４） （－） （９） （１０） （４） （１０） （２２） （９） （１３） （４）

（ある程度あった） ２１ １９ ３０ ３２ ８ １０ ２２ １１ ３０ ３９ １４ ３８ １４
（４１） （３３） （４５） （３６） （１８） （２９） （４４） （２７） （５６） （６０） （３０） （４８） （４７）

�影響はほとんどなかった ６４ ６３ ４３ ４７ ８６ ７１ ６５ ８０ ６０ ３６ ７３ ５０ ７２
（３７） （４５） （３５） （４１） （５８） （４８） （３４） （５３） （２７） （１４） （３９） （３０） （３３）

�どちらとも言えない ９ １１ ２２ ５ ６ ５ ８ １０ ６ ７ １４ １３ ５
（１３） （１５） （１０） （９） （２４） （１４） （１２） （１６） （７） （４） （２２） （９） （１６）

＜図表２＞消費税率引き上げの影響について

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前回消費税率引き上げ時調査（２０１４年７月）の実績

臨時調査

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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（n＝１００） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�１０～１２月頃まで ５２ ４８ ４６ ５６ ０ ６０ ５４ ３３ ５０ ６０ １００ ５０ ５０
（５３） （４９） （５２） （４６） （４３） （５０） （５４） （２８） （７２） （６８） （３８） （５０） （３８）

（１０月頃まで） １６ １４ １５ ２２ ０ ０ １７ ３３ １１ ２４ ０ ０ １０
（１２） （１３） （８） （９） （１５） （２５） （１１） （１４） （１１） （１８） （－） （７） （７）

（１１月頃まで） ９ １０ １５ １１ ０ ０ ８ ０ ６ １２ ３３ ０ １０
（１７） （１８） （２２） （２８） （１４） （－） （１７） （－） （３５） （１６） （７） （１４） （１０）

（１２月頃まで） ２７ ２４ １５ ２２ ０ ６０ ２８ ０ ３３ ２４ ６７ ５０ ３０
（２４） （１８） （２２） （９） （１４） （２５） （２６） （１４） （２６） （３４） （３１） （２９） （２１）

�２０２０年１～３月頃まで １８ ２１ ８ ２２ ５０ ４０ １７ １１ ２２ １６ ０ １７ ２０
（２５） （２７） （２６） （１８） （２９） （３７） （２５） （３２） （２０） （２１） （２３） （２２） （３５）

�２０２０年４～６月頃まで １１ １７ ２３ １１ ５０ ０ ８ ２２ １１ ８ ０ ０ ０
（７） （１２） （４） （２７） （１４） （１３） （５） （１４） （－） （２） （８） （１４） （３）

�２０２０年７～９月頃まで ８ ３ ８ ０ ０ ０ １０ １１ １１ ８ ０ １７ １０
（３） （－） （－） （－） （－） （－） （３） （４） （４） （－） （８） （－） （７）

�２０２０年１０月以降も続く １１ １０ １５ １１ ０ ０ １１ ２２ ６ ８ ０ １７ ２０
（１２） （１２） （１８） （９） （１４） （－） （１３） （２２） （４） （９） （２３） （１４） （１７）

（n＝２９７） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�合理化などによるコスト
削減

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
５２ ６７ ６２ ７７ ６８ ６９ ４５ ４０ ４９ ４０ ５９ ６０ ４４
（５７） （７０） （６７） （６３） （７４） （８０） （５２） （５３） （４３） （３３） （７１） （６２） （７３）

�従業員の再教育
② ② ③ ② ② ② ② ② ② ③ ② ②
２６ ２２ １８ ２４ ２０ ３１ ２７ ３３ ２９ １３ ２４ ３３ ３１
（２７） （２０） （２２） （１３） （１９） （２７） （３０） （３５） （３２） （３３） （２４） （１９） （２２）

�仕入先の見直し
③ ③ ② ② ② ③ ③ ② ③
１７ ２１ ２１ ２４ ２０ １９ １５ １７ １１ １１ ３５ ２７ ６
（２３） （３０） （３９） （－） （３７） （２７） （２１） （３２） （１６） （１５） （６） （３３） （１７）

�イベントやキャンペーン
の実施

③ ① ③
１４ ８ ９ １２ ８ ０ １６ ７ １３ ４０ ０ ２０ １６
（１６） （１０） （１４） （１９） （４） （－） （１９） （１０） （１１） （４０） （６） （３３） （１５）

�新製品の投入
③ ③

１１ １１ １５ １８ ４ ６ １１ ０ ２２ １６ ０ ２７ ９
（１６） （２０） （４４） （６） （４） （７） （１５） （７） （１８） （２９） （－） （５） （１７）

�販売先の見直し ５ ７ ９ １２ ４ ０ ４ ２ ９ ０ １２ ７ ３
（１３） （２１） （２５） （３８） （１１） （１３） （１０） （５） （１６） （２） （１８） （１０） （１２）

�店舗改装やレイアウトの
変更

③
４ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ０ ２ １８ ６ ７ ３

（７） （３） （６） （６） （－） （－） （８） （３） （２） （２１） （６） （１９） （２）

�品揃えを増やす ４ ３ ６ ６ ０ ０ ４ ０ ４ １１ ０ ０ ６
（５） （３） （８） （－） （－） （－） （５） （－） （５） （１３） （６） （５） （２）

	品揃えを減らす ２ ３ ９ ０ ０ ０ ２ ０ ４ ３ ０ ０ ３
（２） （２） （－） （１３） （－） （－） （２） （２） （４） （２） （－） （－） （－）


その他 １６ １３ １５ １２ １２ １３ １８ ２４ １６ １１ １８ １３ １９
（８） （４） （６） （－） （４） （７） （９） （１２） （９） （６） （６） （１０） （１０）

＜図表３＞影響の期間（影響ありと回答した企業）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前回消費税率引き上げ時調査（２０１４年７月）の実績
※前回は４月増税につき、増税後からの同期間を掲載

＜図表４＞消費税率引き上げに対する対応策（複数回答）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回消費税率引き上げ時調査（２０１４年７月）の実績

臨時調査
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前回同水準 前回以下 駆け込みなし どちらともいえない

0

20

40

60

80

100
（％）

全産業 製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼
金属
機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

反動減あり 反動減なし どちらともいえない

0

20

40

60

80

100
（％）

全産業 製造業 非製造業

（n＝３７０） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�駆け込み需要があった ２１ １４ １１ ２６ ３ ２９ ２３ １４ ３０ ５０ １４ ６ １６

（前回と同水準で駆け込
み需要があった） ２ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ４ ７ ５ ０ ５

（前回ほどではないが、
駆け込み需要があった） １８ １４ １１ ２６ ３ ２９ ２０ １４ ２６ ４３ １０ ６ １２

�駆け込み需要はほとんど
なかった ７３ ８３ ８４ ７４ ９４ ７１ ６９ ７５ ６２ ４８ ７６ ８８ ７４

�どちらとも言えない ６ ３ ５ ０ ３ ０ ８ １１ ８ ２ １０ ６ ９

（n＝７３） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�反動減があった ６２ ８６ ５６

�反動減は無かった １８ ０ ２２

�どちらとも言えない ２１ １４ ２２

＜図表５＞駆け込み需要について

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。

駆け込み需要について

＜図表６＞反動減について（駆け込み需要ありと回答した企業）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。

臨時調査
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ｏ．２８４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１７～０２０　臨時調査  2020.02.04 15.12.14  Page 20 



調査結果から、今回の消費増税はこれまでの消費増税に比べ影響は限定的とみられます。

もっとも、各種対策の効果から、業種によって影響に濃淡が見られました。また軽減税率の

導入により、事務負担の増加に関する声が多く聞かれました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

＜食品製造業＞ 売上の大半が軽減税率対象

商品なので直接の影響はないものの、消費者

の金銭感覚の冷え込みにより客足が「ドラッ

グストア」「ディスカウント」に向いている。

主力の取引先が軒並み苦戦しているので、そ

の影響が大きい。

＜製粉業＞ 主要商品は軽減税率対象商品で

あり大部分は影響ないが、１０％となる運賃部

分には多少の影響あり。軽減税率対象品と非

対象品との区別が大変だった。

＜製材業＞ システム更新の業務負担が発生

し対応に追われた。軽減税率が分かりにくい

ため、一律１０％でもよかったと思う。

＜木製品製造業＞ 増税後の反動減はあった

が、前回増税時に比べ国の施策もあったため

大きな影響は見られなかった。

＜金属製品製造業＞ 仕入・売上とも本体価

格取引であり、増税分はすべて転嫁できた。

＜機械器具製造業＞ 受注産業であるためほ

とんど影響はなかった。

＜印刷業＞ 売掛回収サイトと消費税納入ま

での期間が合わず、前払いの形となり資金繰

りを悪化させている。

＜コンクリート製品製造業＞ 軽減税率の対

応が大変手間となっている。

＜建設業＞ 業界としては１００％価格転嫁し

ており収益には問題ないが、設備投資意欲が

継続するか不安な面がある。現在はリースな

どを含め税率４種類を管理しているため、事

務が複雑となっている。

＜住宅建築業＞ 住宅という増税額が最も多

い商品を扱っているが、様々な優遇措置があ

ることをお客様に説明することで前ほどの混

乱はなかった。

＜食料品卸売業＞ 制度が複雑化しシステム

改修費用、事務作業コストの負担がある。こ

れらの投資負担に対する合理化メリットはな

く、一方的な負担増である。今後の社内改善

施策の重要性が問われる。

経営のポイント

軽減税率の導入により、幅広い業種で事務負担が増加
〈企業の生の声〉

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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７．小売業

８．宿泊業

９．その他非製造業

＜酒類卸売業＞ 食料品は軽減税率適用だ

が、消費増税の影響により財布の紐は固くな

ると予想。特にポイント還元の終わる来年７

月以降の反動が懸念される。

＜建材卸売業＞ 前回のような駆け込み需要

はほとんどなく、割とスムーズに対応でき

た。

＜包装用品卸売業＞ 取扱商品の大部分が増

税対象。販売先の理解は得られているが、増

税前に前倒しでの販売が相応にあり、今後は

厳しい環境である。

＜家具小売店＞ ９月までの駆け込み需要に

よる売上増加は、１０月中に食い潰してしまっ

た。底割れが続いていると判断している。

＜大型小売店＞ 消費増税による駆け込み需

要の反動減とキャッシュレス決済で、資金繰

りの悪化が懸念される。

＜燃料小売業＞ 営業面では今のところ大き

な影響は見られないが、内部的に複数税率が

混在することで事務作業が煩雑になってい

る。

＜食料品小売業＞ 弁当販売はほとんどがテ

イクアウトなので、軽減税率により増税の影

響はあまりない。

＜自動車販売店＞ 新車の自動車取得税の廃

止と環境性能割の導入。また、自動車税の引

き下げといった各種対策により、あまり影響

はなかった。

＜タイヤ販売店＞ タイヤの販売に駆け込み

需要が発生していたが、１２月に入ると反動減

があると思われる。影響をいかに最小限に食

い止めるか、営業面を強化している。

＜都市ホテル＞ キャッシュレス決済増加に

伴う支払手数料が増加基調のため懸念材料で

ある。

＜倉庫業＞ 軽減税率８％により、経理処理

の仕訳が複雑となった。経理業務が落ち着く

まで時間が必要。

＜歯科技工業＞ 保険治療と自費治療がある

中で、駆け込み需要の影響を大きく受けた。

材料等の仕入単価が値上がりとなるが、保険

治療は定額制であるので顧客である歯科医院

の理解がなかなか得られない状況。増税分を

販売価格に転嫁するのにかなりの営業努力を

必要とする。

経営のポイント

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

はじめに

多くの大学に博物館が設置されていることをご存知でしょうか？日本は美術館や動物園などを

合わせ約５，７００もの博物館が設置されている博物館大国です（文部科学省，２０１５）。多くの館は自

治体に運営されていますが、法人による博物館も少なくありません。そのような企業博物館の一

種と言えるのが大学博物館です。大学博物館は全国に約２８０館あり（明治大学博物館，２００６）、全

博物館の５％を占め、動物園（２．８％）や水族館（３．０％）よりも多いのですが、その存在を知っ

ている方は約３割、入館経験者に至っては１割にも達しません（淺野・小出，２０１４）。そこでこ

の知られざる大学博物館の実態をその魅力とともにお伝えしたいと思います。

１．大学博物館が持つ二つの潜在力

大学博物館を紹介せねばと気負ってしまうのは、大学博物館が他の博物館にはない二つの潜在

力を持つためです。一つは大学博物館の裏にある膨大な数の研究資料です。例えば、北海道大学

には二千人を超える教員や研究員が在籍するため、毎年何千報もの論文が国内外に向けて発信さ

れ、その過程で生み出されたおびただしい数の研究資料が蓄積されていきます。その一部を切り

出すだけでも皆様の知的好奇心をくすぐる展示を作ることができます。

もう一つの潜在力は、大学博物館は地域と世界をつなぐハブになりうる点です。大学の研究者

は、世界各地の問題を研究する中で解決法を輸出入したり、新たな方策を生み出したりする作業

を日常的に行っています。そのため、これらの研究成果を展示すれば、この地球上の様々な課題

とその解決法を様々なスケールで提

示することができます。

筆者が在籍する北海道大学総合博

物館（以後、北大博物館と記しま

す；写真１）をはじめ、国内の多く

の大学博物館はまだ歴史が浅く発展

途上段階と言える状態ですが、それ

が故に進化もめざましく、個性的な

館が次々と生まれています。本稿で

は日本の大学にある博物館の中で一

番多く来館者を迎えている北大博物

館を通して大学博物館の魅力をお伝

えします。

北海道大学総合博物館
～“大学の博物館”をご存知でしょうか？～

写真１：北海道大学総合博物館

寄稿

北海道大学 総合博物館
准教授 山本 順司
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寄稿

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

２．世紀に一度の破壊的改革を経た北大博物館

北大博物館は北海道大学札幌キャンパス内にあり、札幌駅から徒歩１５分程度の大変利便性の高

い場所にあります。また、札幌キャンパス内の観光名所になっているクラーク博士の胸像とポプ

ラ並木の中間に位置していることもあり、２０１８年度の来館者数は２２万人を超え、北海道大学の広

報拠点としてその価値を高めつつあります。

しかし、北大博物館は１９２９年に建てられた理学部の建物を再利用していますので、耐震補強の

ため２０１５年度から１年４ヶ月間にわたる長期休館を余儀なくされました。耐震改修工事が開始さ

れた当初、コンクリートの劣化から博物館の存続が危ぶまれる事態に陥ったこともありました

が、様々な構造補強を重ね、２０１６年夏にリニューアルオープンを果たしました。このリニューア

ルによって展示に使える面積が４０％増えたため、展示構成や観覧動線を一新することにしまし

た。動線の順に展示ゾーンを概説しますと、１階にはクラーク博士とともに始まる“北大の歴

史”ゾーン、そして北海道大学の現在の姿を紹介する“北大のいま”ゾーンが２階にまたがる形

で続きます。次いで標本に触れることができる“感じる展示”ゾーンを経て、３階には北大博物

館が所蔵する約３００万点の標本から選りすぐった学術標本が並ぶ“学術標本の世界”ゾーンが広

がります。そこから築９０年の木製階段をきしませながら１階まで降りると研究作業を間近でご覧

いただける“動態展示”ゾーンが目に入ります。そしてカフェやショップ、講演室からなる“知

の交差点”ゾーンで完結します。

このように大学のプロパガンダに徹した展示構成は、どんな方にも目新しく映ると思います。

また、食事に加えてお酒も提供するカフェや商品開発も手がけるショップの存在も特筆に値する

でしょう。これらは全て２０１６年のリニューアル以前にはなかったものです。北大博物館は何を

狙ってこのような展示構成に転換したのでしょうか。リニューアルのコンセプトに掲げた２つの

柱を紹介したいと思います。

３．大学の魅力、全部見せます

大学にとっての主な顧客は学生ですから、大学の発展には学生の満足度を向上させる施策や新

たな顧客となる高校生への働きかけが欠かせません。そのため北大博物館では、高校生とその関

係者を主対象として、北海道大学にある１２の学部を紹介する展示室を設け、大学でどのようなこ

とを学び、そして研究できるのかに絞り込んだ展示を作りました（写真２～５）。多くの大学で

オープンキャンパスと呼ばれる大学紹介イベントを期間限定で実施していますが、北海道大学で

はそれを年中行っていることになるため、修学旅行生だけでなく、家族や個人で訪れる高校生も

増えています。

大学の魅力の一つは蓄積された収蔵標本の多さです。北海道大学にも約４００万点の標本があ

り、そのうち約３００万点が北大博物館に収蔵されています。北大博物館の常設展示室には厳選し

た約一万点の標本を展示していますが、これが多いのか少ないのかピンとこない方が多いと思い

ます。例えば、標本一点を一秒で観覧する場合、一万点すべてを見るだけで三時間近く要するこ

とになりますので、一万点という展示数の多さをご理解いただけると思います。さらに、収蔵標

本の多さは展示物の選択肢を多様にしますので、増え続ける収蔵標本は頭痛の種でもあります
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― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

が、展示標本の質を年々高めていきます。３階の“学術標本の世界”ゾーンには分野ごとに区

切った展示室を並べており、大学内で進められている研究と関連付けた標本を公開しています。

写真６は２０１７年に新設した展示室です。地球の時空間を表現する２枚の大きなパネルはクラウド

ファンディングによる支援をいただいて作成しました。地球の時空間と関連する標本と合わせて

眺めると、環境が持つ時空間スケールを実感することができ、観覧者の中で新たな知が発現する

仕掛けになっています。

１階にある“動態展示”ゾーンには４つの研究室が並んでおり、実際に大学生や教員らが研究

や教育に携わっている姿を垣間見ていただけます。例えば“宇宙化学”の研究室（写真７）で

は、世界のどこにもない分析法を次々と編み出し、これまで見えなかったもの、測れなかったも

のを捉えるために分析装置の改造が続けられており、そのような研究の最前線を間近でご覧いた

だけます。こういった作業は大学のあちこちで行われていますので、大学の雰囲気を感じていた

だく仕掛けの一つとして整備を続けています。

このように大学博物館は、研究内容の変化に応じて展示内容もどんどん変化させていきますの

で、何度でもお楽しみいただける博物館になっています。

写真２：歯学部の実習体験展示 写真３：医学部の内視鏡手術体験展示

写真４：法学部の展示パネル 写真５：理学部展示室の風景
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― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

写真８：車いす利用者向け段差解消機とウッドデッキ

４．より愛される博物館へ

北大博物館は高校生を主対象に設定して展示

を作っていますが、他の方を無視しているわけ

ではありません。大学の運営は公的な補助に

よって支えられていますので、大学の情報はす

べての国民にお伝えする責任がありますし、海

外からの来館者には、北海道大学や日本の良い

イメージをお持ち帰りいただきたいと思ってい

ます。詰まる所、どんな方のご来館も大歓迎と

いうことです。しかし、そのように考えている

だけではなかなかお越しいただけませんので、

入館に対する様々なバリアを徹底的に軽減させ

る措置を施し続けています。

北大博物館では、入館を阻むバリアには二種類あると考えており、多くの方がイメージされる

身体的バリアに加え、距離に対するバリアの軽減にも努めています。身体的バリアに関しては、

車いす利用者向け段差解消機（写真８）はもちろんのこと、ユニバーサルトイレや授乳室、ハン

ズオン（手で感じる）展示室の設置などに

よってバリアの解消を進めています。

もう一つの距離に対するバリアについて

は図９を用いて解説します。展示を観覧し

ていただくためには関心の醸成や物理的距

離の短縮が重要になりますので（山本ほ

か，２０１９）、多くの博物館では元々展示に

関心をお持ちの方を対象として入館を促す

様々な措置を展開しています。北大博物館

でも市民講演会やコンサート、プラネタリ

写真６：鉱物・岩石標本の世界展示室 写真７：垣間見える分析装置の改造作業

図９：市民と展示物との間にある物理的および心理的距離
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― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

ウム上演、展示コラボメニューの提供（写真

１０）、ミュージアムグッズの販売（写真１１）な

どを実施してきました。しかし、これらの措置

だけでは展示にそれほど関心がない方の入館を

望むことができません。そのため北大博物館で

は、博物館の本来機能（資料の収集・整理・研

究・教育普及）を超えて、資料や展示に関係な

く入館いただくための機能を備えようと努めて

います。例えば、トイレの拡充やカフェ機能の

充実、博物館を明示する看板を設置しないこと

などです。博物館の周辺を通りかかった方に

とって日常的な行動の場を博物館に取り込むこ

とで、無意識的な入館を促すことを狙っていま

す。市民をだまして館内に引き込んでいるよう

な印象を持たれるかもしれませんが、博物館と

いう存在自体に対して心理的バリアを感じる方

もいらっしゃいますので、そのような方の気持

ちをほぐし、博物館に馴染んでいただきたいと

の思いから、無意識的入館に繋がる措置を次々

と実施しています。現在は、北海道大学の学生

が設計し、北海道大学の研究林の木材を使い、

北海道内の産業界やクラウドファンディングを

通して多くの市民からの助力を得て開発した木製照明（写真１２）を博物館前に設置するプロジェ

クトを進めており、皆様を温かくお迎えする誘導灯として、また、お帰りになる方を優しく送り

出すための足元灯として機能するよう配置を考えています。

当然ながら、無意識的に入館された方がそのままお帰りになってしまっては意味がありません

写真１０：北大博物館のカフェで提供されたマグマカレー

写真１１：オリジナルグッズであふれるミュージアムショップ

写真１２：博物館前に設置した木製照明 写真１３：１階のトイレサイン
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― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

写真１４：大学内の倒木から作ったチップで小道を作った中庭 写真１５：カフェ壁面の意匠

ので、トイレやカフェを利用されている間に博物館をほのかに感じていただくための措置を館内

随所に施しています。例えばトイレの中に展示物を配置したり、トイレサイン自体を展示にした

り（写真１３）、北海道を特徴づける植物を植栽した中庭を整備したり（写真１４）、カフェにおいて

は様々な標本をモチーフにした壁面意匠をあしらったりして（写真１５）、“いつの間にか博物館に

馴染んでいた”という気持ちになっていただけるよう工夫を続けています。

５．おわりに

大学博物館がどのような目的で展示を展開しているのかご理解いただけたでしょうか。大学ご

とに設立理念が異なりますので、大学博物館にもその理念が反映され、それぞれの館を独創的に

しています。

北大博物館の場合は、設置時から４つの理念を掲げています。３つは多くの博物館と同様に標

本・研究・教育普及を推進することですが、４つ目として“新たな博物館文化の発信”を明記し

ています。この４つ目の理念には、北海道の厳しい自然環境と共棲しつつ独自の生活様式や文化

を醸成してきた北海道の人々の生き様が反映されていると思われ、通底する精神として末裔であ

る私たちにも受け継がれているように感じます。この精神を博物館運営にも活かし、変わりゆく

世界や地域の情勢に対してしなやかに順応する知恵を醸成する場として博物館が機能するよう、

地と知が交差しやすくなる工夫を重ねていきたいと思います。これからも進化を続ける北大博物

館にご注目ください。

明治大学博物館（２００６）『明治大学博物館研究報告』１１，１５‐３９ページ．

淺野敏久，小出美由紀（２０１４）大学博物館のイメージに関する調査結果『広島大学総合博物館研

究報告』６，６３‐７０．

文部科学省（２０１５）『平成２７年度社会教育調査』．

山本順司，江田真毅，山下俊介（２０１９）博物館活動におけるカフェ設置のべネフィットとコスト

『博物館学雑誌』印刷中．
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経済コラム 北斗星

「空き家」対策とコンパクトシティ形成
人口減少に伴う人手不足感が、北海道においても急速に強まって来た。建設業、運輸業、

ホテル等観光業、小売り関係等サービス業、農業など広範な業界で人手不足が深刻な経営問

題となってきている。こうした状況の下、全国的に「空き家」対策が大きな課題となってき

た。北海道もその例外ではない。総務省の調査によると、２０１８年における北海道の空き家率

は１３．５％（全国１３．６％）、うち、道内主要都市をみると、室蘭（１８．２％）、小樽（１７．３％）、

函館（１６．６％）、釧路（１４．５％）、北見（１３．６％）などは、全道の空き家率を上回っており、

旭川（１２．１％）、札幌（１１．９％）、帯広（１１．７％）などが、かろうじて全道平均を下回ってい

る。因みに、函館市の空き家率は１６．６％であるが、歴史的な教会建物で観光地区として知ら

れる「西部地区」では３４．８％に及ぶという（令和１年１２月２９日付朝日新聞）。

空き家問題については、近年、地方自治体がその活用相談窓口を設けたり、また、「民

泊」など新たなビジネスチャンスとして活用するなどの前向きな対策も講じられてきている

が、一方では、荒れ放題のままで近隣に迷惑をかけたり、所有者が不明になっていたりする

ケースも多くなってきているようだ。近年では、少子高齢化に伴い、高齢者が都市郊外の一

戸建て住宅から医療施設等の充実した都市部のマンションに住み替える動きも活発化してい

るという。地方都市周辺地域では、一戸建て住宅の処分がままならず、また、不動産価格も

低下気味という声も聞かれる。因みに、前述の函館市「西部地区」などのケースでは、空き

家問題は観光政策面でも深刻な問題になりつつある。観光地の景観保全の面でも空き家を放

置しておけない事態となってきている。考えてみると、函館西部地区のように１０軒に３軒が

空き家という事態は、極めて深刻だ。空き家として放置される要因の一つに、空き家の解体

費用がかなりの額に嵩むこともあるようだ。札幌市（２０１８年の住宅総数１，０５１千軒、うち空

き家１２５千軒）では、解体後の土地利用を条件に上限１５０万円の解体費を補助する制度を設け

ているとのことである。

ところで、人口減少、少子高齢化が進行する社会においては、医療、福祉をはじめ、諸般

の行政サービスが、地域全体に十分行き渡らなくなることが予想される。地域から都市部へ

の人口移動は、これからさらに一段と進行するであろう。国や地方自治体にあっては、商業

施設や住宅を市街地に適切に集約し、高齢者がいわゆる「買い物難民」とならないための施

策を推進しているが、空き家対策は、こうしたコンパクトシティ形成の上でも、今後極めて

重要な政策となることが予想される。即ち、都市部へ移動するためには、地方の家の処分を

容易にする一方、都市部においては流入する人口の受け皿となる新たな住宅を用意すること

が必要となる。地方自治体によっては、市街地に住宅を購入する市民に補助金を出すなどの

施策を講じている向きもあるが、残念ながら総じてコンパクトシティ形成に向けての継続的

な努力は未だ十分ではない。空き家対策は、コンパクトシティ形成の正に第一歩となるもの

と思われる。

（令和２年２月１２日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 ９９．７ △２．４ ９９．８ △０．８ ９９．７ △０．９ ９９．６ △１．０ ９２．６ △４．７ ９５．２ ０．２
２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年１０～１２月 ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ １０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９
２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ １０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９

４～６月 ９５．８ △１．７ １０３．０ ０．６ ９５．４ △１．０ １０２．２ １．０ １０５．７ △０．４ １０４．７ ０．９
７～９月 ９３．１ △２．８ １０２．５ △０．５ ９２．５ △３．０ １０２．１ △０．１ １０７．９ ２．１ １０２．９ △１．７
１０～１２月 p９０．９ △２．４ ９８．３ △４．１ p９０．９ △１．７ ９７．１ △４．９ p１０７．４ △０．５ １０４．２ １．３

２０１８年 １２月 ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ １０５．２ １．３ １０２．９ １．３
２０１９年 １月 ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ １０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９

２月 ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ １０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ １０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 ９５．６ △１．４ １０２．８ ０．６ ９５．０ △０．７ １０２．７ １．８ １０３．１ △２．８ １０３．８ ０．０
５月 ９７．２ １．７ １０４．９ ２．０ ９６．３ １．４ １０４．０ １．３ １０４．５ １．４ １０４．３ ０．５
６月 ９４．６ △２．７ １０１．４ △３．３ ９５．０ △１．３ ９９．８ △４．０ １０５．７ １．１ １０４．７ ０．４
７月 ９３．９ △０．７ １０２．７ １．３ ９３．７ △１．４ １０２．５ ２．７ １０７．１ １．３ １０４．５ △０．２
８月 ９３．０ △１．０ １０１．５ △１．２ ９２．２ △１．６ １０１．２ △１．３ １０２．５ △４．３ １０４．４ △０．１
９月 ９２．４ △０．６ １０３．２ １．７ ９１．５ △０．８ １０２．７ １．５ １０７．９ ５．３ １０２．９ △１．４
１０月 ９０．０ △２．６ ９８．６ △４．５ ９１．２ △０．３ ９８．１ △４．５ １０５．５ △２．２ １０４．２ １．３
１１月 r ９２．０ ２．２ ９７．６ △１．０ r ９１．６ ０．４ ９６．４ △１．７ r１０６．２ ０．７ １０３．３ △０．９
１２月 p９０．７ △１．４ ９８．８ １．２ p８９．８ △２．０ ９６．７ ０．３ p１０７．４ １．１ １０４．２ ０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２
２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３

４～６月 ２３２，０４７ ０．４ ４６，９６２△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９５８ △２．１ １８７，０１０ １．０ ３２，００４ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８４７ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６０１ ５．９ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４３５△３．４ ５０，９１３△４．２ ５３，１２９ △７．６ １６，７６２ △８．７ １９９，３０６ △２．３ ３４，１５２ △１．８

２０１８年 １２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７
２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０

２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５△０．７ １５，３５４△１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３１△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８４９ △１．９ ６２，３７０ ０．９ １０，７８３ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９７７△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２１６ △２．２ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４２△４．５ １５，９０９ △５．２ ５，４１２ △３．７ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８８９ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７４ １．３ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７１６ １０．４ １７，４３１ ２６．５ ５，６１５ ２２．１ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２９８△６．２ １４，５７７△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６５ △１７．３ ５８，３９２ △４．１ １０，３１２ △３．７
１１月 ７８，２２１△２．２ １６，１０９△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４４８ △５．９ ６１，７４４ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９１６△２．３ ２０，２２８△２．９ ２２，７４６ △３．８ ７，０４８ △４．８ ７９，１７０ △１．９ １３，１７９ △１．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

ｏ．２８４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３２　主要経済指標  2020.02.18 17.05.55  Page 30 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６
２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７

４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５５９ ４．９ ６８，３９５ ５．５ １６，７４８ ５．０ ３７，６４２ １．９ ８，５９５ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，２９９ １６．７ ７２，３５１ ６．９ １７，８２５ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １６，７７２ ２．５ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０１８年 １２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８
２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０

２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７△１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４６６ ７．０ ２２，３７９ ６．３ ５，６１７ ６．１ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７３８ ６．９ ２３，５７６ ５．６ ５，６５４ ５．５ １１，６５３ ２．０ ２，６８５ ０．０
７月 １２，３４５△４．３ ４，０３７△１０．６ ２３，２６２ ４．２ ５，７７３ １．８ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１０８ １７．４ ２４，２５９ ４．７ ５，７８７ ６．５ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，２６５ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，３２３ ０．０ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，３７１ ３．３ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，０７８ ４．１ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１
２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６

４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ p ４１３ △７．４

２０１８年 １２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ ２１１ １５．５
２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ ２１２ １５．０

２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ p １９２ △９．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年３月号

ｏ．２８４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３２　主要経済指標  2020.02.18 17.05.55  Page 31 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４
２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４

４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０１８年 １２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３
２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４

２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５
２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６

４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０１８年 １２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５
２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３

２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年３月号
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●道内経済の動き

●２０２０年 道内企業の年間業況見通し

●消費税増税の影響について

●寄稿
北海道大学総合博物館
～“大学の博物館”をご存知でしょうか？～

●経済コラム 北斗星
「空き家」対策とコンパクトシティ形成
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